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中小企業における 2016 年の経営環境 

―第 162 回全国中小企業景気動向調査（特別調査）より― 

 

視 点 

中小企業の業況は、“アベノミクス”開始以降急ピッチで回復を遂げ、2013年10～12月期には

バブル崩壊後の最高水準まで回復していた。一方で、2014年４月の消費税増税以降は停滞し、2015

年は足踏み状態が続く結果となった。2016年は、中小企業の業況が回復基調を取り戻すか、もし

くは逆に失速してしまうかの境目にあるといえよう。地域経済を裾野から支える中小企業の回復

は、日本経済が好循環を達成していくために欠かせないものである。 

そこで本稿では、信金中央金庫 地域･中小企業研究所が全国の信用金庫の協力を得て取りまと

めている「全国中小企業景気動向調査」の2015年10～12月期調査（12月上旬実施）結果をもとに、

中小企業における2016年の経営環境の見通し（特別調査）について詳細にデータ分析することと

した。 

 

要 旨 

 我が国の景気見通しについては、昨年の同時期と比較すると明るい見通しを示す企業が増加

した。また、おおむね地域間の差はなく、全国的に、小規模企業から中堅規模まで幅広く見

通しが改善している。ただし業種別では、製造業の一部で悪化しているほか、小売業を中心

に厳しい見通しを立てている企業も多い。 

 自社の業況見通しについても同様に、昨年の同時期と比較すると明るい見通しを示す企業が

増加した。ただし、地域によって改善幅にややばらつきがみられる。また、小規模企業では

比較的改善幅が大きいものの、水準ではいまだに中堅規模と比較し低迷している。また、業

種別でも一部の小売業などで厳しい見通しを立てている企業が多い。 

 景気見通しと業況見通しの双方で、「普通」と回答した企業が過去最高となった。この背景

には、業況や資金繰りの改善を背景に「見通しが『良い』とはいえないものの、喫緊の問題

は生じていない」企業が多くなっていることなどが考えられる。 

 自社の売上額見通しについては、「増加」が「減少」を上回った。ただし、業種別では昨年

に引き続き増加見通しとなる業種がある一方で、減少見通しが続く業種も存在しており、業

種による差が現れている。 

 自社の業況が上向く転換点については、「すでに上向き」が過去最高となった。 

 

キーワード 中小企業 景気見通し 業況見通し 売上額見通し 業況の転換点 
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はじめに 

全国の信用金庫の協力を得て地域･中小企業研究所がとりまとめている全国中小企業

景気動向調査では、1992 年以降、10～12 月期調査において、翌年の経営見通しについ

て定点観測を行っている。今回は、2015 年の 12 月１日～７日を調査期間として、例年

通り来年（2016 年）の経営見通しについて調査した 。 

本稿では、2015 年 10～12 月期における本調査の特別調査「2016 年（平成 28 年）の

経営見通し」の調査結果をデータ面から再検証し、2016 年の我が国の景気見通し、自社

の業況見通し、自社の売上額見通し（対前年比）、自社の業況が上向く転換点について

分析を試みた。 

 

１．2016 年の景気見通し、業況見通し 

本章では、我が国の景気見通し、自社の

業況見通しについての調査結果について分

析したうえで、特徴点について考察する。 

 

（１）我が国の景気見通し 

2016年の我が国の景気見通しについては、

｢良い｣(｢非常に良い｣･｢良い｣･｢やや良い｣

の合計)と回答する割合が15.1％、｢悪い｣

(｢やや悪い｣･｢悪い｣･｢非常に悪い｣の合計)

が39.9％となった。この結果、｢良い(A)－悪い(B)｣は△24.8となった（図表１）。 

「良い」－「悪い」の結果を時系列でみると、１年前の調査（△36.6）と比べ、11.8

ポイント改善した（図表２）。また、今回の△24.8という水準は、過去最高だった2014

年（プラス1.2）と比較すると見劣りするものの、全期間平均（1993年～2016年）の△

61.2を大きく上回っている。このことから、アベノミクスへの期待がやや弱まってはい

るものの、中小企業からみた我が国の景気見通しは、ここ20年以上にわたる調査期間の

中では、相対的には高い水準を維持しているといえよう。 

（図表１）我が国の景気見通し       

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

良い

15.1%

普通

45.1%

悪い
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「良い」－「悪い」＝△24.8

目次 
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３．自社の業況が上向く転換点 

おわりに 

備考：「全国中小企業景気動向調査」の概要 
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次に、地域別、規模

別、業種別に昨年と比

較する（図表３）。ま

ず、地域別では、すべ

ての地域で10ポイン

ト近く改善しており、

改善がおおむね全国

的に広まっていると

いえる。規模別でも同

様に、すべての規模階

層で10ポイント前後

の改善がみられることから、小規模零細から中堅規模まで、幅広く改善が広まっている

といえよう。ただし、１～４人（△35.5）や５～９人（△26.2）など規模の小さい企業

では、規模が大きい企業と比較して、水準ではいまだに低いことにも注意が必要である。 

最後に業種別では、不動産業（△10.6、前年比18.6ポイント改善）、小売業（△36.4、

同16.4ポイント改善）で比較的改善幅が大きい傾向がみられた。これを詳細に分析する

ため、小業種別に分解すると、金属プレス・めっき製造業や一般機械製造業の２業種で

昨年より悪化した一方で、のこりの40業種では改善した（図表４）。とりわけ、建売・

土地売買や旅館業のほか、計９業種では昨年より20ポイント以上改善しており、業種間

でやや差がみられる結果となった。 

また、小売業や出版・印刷、自動車整備・駐車場などでは、昨年から改善こそしてい

るものの、水準自体は△30～△50前後に位置しており、未だに厳しい見通しを立ててい

るといえる。 

（図表２）我が国の景気見通し（1993 年～2016 年見通し）      

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

（図表３）我が国の景気見通し（昨年との比較）       

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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2016年2014年2012年2010年2008年2006年2004年2002年2000年1998年1996年1994年

良い(Ａ)－悪い(Ｂ)

2015年 2016年 改善幅 2015年 2016年 改善幅 2015年 2016年 改善幅
全体 △ 36.6 △ 24.8 11.9 全体 △ 36.6 △ 24.8 11.9 全体 △ 36.6 △ 24.8 11.9
北海道 △ 46.1 △ 34.1 12.0 １～４人 △ 48.5 △ 35.5 12.9 製造業 △ 34.1 △ 25.1 8.9
東北 △ 43.7 △ 31.6 12.1 ５～９人 △ 37.4 △ 26.2 11.2 卸売業 △ 39.8 △ 27.6 12.2
関東 △ 37.8 △ 28.4 9.4 10～19人 △ 32.6 △ 19.3 13.3 小売業 △ 52.9 △ 36.4 16.4
首都圏 △ 38.9 △ 26.6 12.4 20～29人 △ 28.2 △ 16.7 11.6 サービス業 △ 38.5 △ 24.5 14.0
北陸 △ 33.8 △ 21.5 12.3 30～39人 △ 27.2 △ 15.6 11.6 建設業 △ 22.9 △ 15.8 7.1
東海 △ 33.0 △ 21.2 11.8 40～49人 △ 27.5 △ 16.7 10.8 不動産業 △ 29.2 △ 10.6 18.6
近畿 △ 30.4 △ 19.1 11.2 50～99人 △ 17.7 △ 8.9 8.8
中国 △ 36.1 △ 25.4 10.7 100～199人 △ 18.4 △ 11.0 7.5
四国 △ 41.1 △ 30.2 10.9 200～300人 △ 19.8 △ 9.4 10.4
九州北部 △ 29.2 △ 17.4 11.8
南九州 △ 35.5 △ 21.5 14.0

地域別 規模別 業種別
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（２）自社の業況見通し 

2016年の自社の業況見通しについては、

｢良い｣(｢非常に良い｣･｢良い｣･｢やや良

い｣の合計)と回答する割合が16.8％、｢悪

い｣(｢やや悪い｣･｢悪い｣･｢非常に悪い｣の

合計)が33.9％となった。この結果、｢良

い(A)－悪い(B)｣は△17.1となった（図表

５）。 

「良い」－「悪い」の結果を時系列でみると、１年前の調査（△24.6）と比べ、7.5

ポイント改善した（図表６）。また、今回の△17.1という水準は、過去最高だった2014

年（△9.8）と比較すると見劣りするものの、全期間平均（1993年～2016年）の△45.3

を大きく上回っている。このことから、中小企業の自社の業況見通しは、我が国の景気

見通しと同様に、高い水準を維持しているといえよう。 

次に、地域別、規模別、業種別に昨年と比較する（図表７）。まず、地域別では、す

（図表４）我が国の景気見通し（小業種別、昨年との比較） 

                

（備考）１．信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

    ２．６業種内の小分類 69 について、サンプル数が 100 以上ある 42 を対象とした。 

（図表５）自社の業況見通し       

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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べての地域で改善し

ているものの、東北

（△26.9、前年比2.7

ポイント改善）などで

改善にやや遅れがみ

られる一方、南九州

（△12.0、同13.1ポイ

ント改善）、北陸（△

15.7、同11.7ポイント

改善）など５地域では

10ポイント以上改善

しており、地域によって改善幅にややばらつきがみられる。規模別では、100～199人の

規模階層（1.0ポイントの悪化）を除いてすべての規模階層で改善している。また、200

～300人の規模階層が17.4ポイントと大幅な改善をしたことを除けば、おおむね小規模

企業ほど改善している傾向が強い。ただし、我が国の景気見通しと同様、１～４人（△

31.2）や５～９人（△16.1）など規模の小さい企業では、規模が大きい企業と比較して、

水準ではいまだに低い。規模間格差はやや縮小したものの、未だに根強いといえよう。 

最後に業種別では、我が国の景気見通しと同様、不動産業（△1.0、前年比13.7ポイ

ント改善）、小売業（△32.8、同10.6ポイント改善）で比較的改善幅が大きい傾向がみ

られた。これを詳細に分析するため、小業種別に分解すると、金属プレス・めっき製造

業や一般機械製造業などの８業種で昨年より悪化した一方で、のこりの34業種では改善

した（図表８）。 

また、衣服小売業など多くの小売業や出版・印刷、自動車整備・駐車場などでは、昨

年から改善こそしているものの、水準自体は△30～△40前後に位置しており、未だに厳

しい見通しを立てているといえる。対して、建売・土地売買、建築用金属製品製造業、

精密機械製造業、プラスチック製造業の４業種では、業況見通し「良い」が「悪い」を

上回った。 

（図表６）自社の業況見通し（1993 年～2016 年見通し）       

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

（図表７）自社の業況見通し（昨年との比較）       

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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2016年2014年2012年2010年2008年2006年2004年2002年2000年1998年1996年1994年

良い(Ａ)－悪い(Ｂ)

2015年 2016年 改善幅 2015年 2016年 改善幅 2015年 2016年 改善幅
全体 △ 24.6 △ 17.1 7.6 全体 △ 24.6 △ 17.1 7.6 全体 △ 24.6 △ 17.1 7.6
北海道 △ 36.7 △ 28.5 8.2 １～４人 △ 41.4 △ 31.2 10.2 製造業 △ 20.7 △ 14.6 6.1
東北 △ 29.6 △ 26.9 2.7 ５～９人 △ 23.9 △ 16.1 7.8 卸売業 △ 27.2 △ 20.5 6.7
関東 △ 24.8 △ 20.5 4.3 10～19人 △ 18.1 △ 9.5 8.6 小売業 △ 43.5 △ 32.8 10.6
首都圏 △ 27.8 △ 17.6 10.2 20～29人 △ 13.1 △ 8.8 4.4 サービス業 △ 26.6 △ 16.9 9.7
北陸 △ 27.4 △ 15.7 11.7 30～39人 △ 10.8 △ 6.5 4.2 建設業 △ 12.5 △ 9.9 2.6
東海 △ 21.1 △ 15.5 5.6 40～49人 △ 10.2 △ 5.6 4.6 不動産業 △ 14.7 △ 1.0 13.7
近畿 △ 14.2 △ 10.3 3.9 50～99人 △ 5.5 △ 2.9 2.6
中国 △ 26.1 △ 15.2 10.9 100～199人 △ 0.8 △ 1.8 -1.0
四国 △ 31.9 △ 20.8 11.1 200～300人 △ 11.9 5.5 17.4

九州北部 △ 18.1 △ 14.9 3.1
南九州 △ 25.2 △ 12.0 13.1

地域別 規模別 業種別
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（３）その他の特徴 

我が国の景気見通しと自社の業況見通しについての今回の調査結果におけるその他

の特徴点として、景気見通し、業況見通しの両方で「良い」でも「悪い」でもない「普

通」を選択した企業が過去最高となっ

たことが挙げられる（図表９）。地域

別、規模別、業種別にみても、属性を

問わず約４～５割の企業が共通して

「普通」を選択しており、全国的な傾

向といえよう。 

この理由としては、見通しが「良い」

とはいえないものの、喫緊の問題は生

じていない企業が多いとみられること

が考えられる。アベノミクスを受けて

中小企業の景況感がバブル崩壊後最高

（図表８）自社の業況見通し（小業種別、昨年との比較） 

                

（備考）１．信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

    ２．６業種内の小分類 69 について、サンプル数が 100 以上ある 42 を対象とした。 

（図表９）見通しが「普通」と回答した企業の割合   

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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の水準にまで回復し

ているうえ、金融緩

和による金融機関間

の貸出競争激化など

を受け、資金繰りに

ついても同様にバブ

ル崩壊後最高の水準

にまで改善している

（図表10）。こうい

った状況が「普通」

の見通し増加に反映

したといえよう。ただし、これらの企業は外部環境の変化によって瞬時に「悪い」見通

しに転じてしまう危険性を秘めており、今後の注視が必要である。 

 

２．2016 年の自社の売上額見通し 

2016年の自社の売上額見通し(伸び率)を｢増加(A)－減少(B)｣でみると、｢増加｣と回答

する割合が29.9％、｢減少｣が25.9％となっ

た。この結果、｢良い(A)－悪い(B)｣はプラ

ス4.0となった（図表11）。時系列でみると、

１年前の調査（△1.8）と比べ、5.8ポイン

ト改善しており、２年ぶりにプラスに転じ

ている（図表12）。中小企業は、売上額に

ついて相対的に明るい見通しを立てている

といえよう。 

次に、地域別、規模別、業

種別に昨年と比較する（図表

13）。まず、地域別では、す

べての地域で改善している

ものの、九州北部（プラス2.7、

前年比1.0ポイント改善）な

どで改善にやや遅れがみら

れる一方、四国（プラス2.3、

同13.7ポイント改善）、南九

州（プラス10.6、同11.1ポイ

ント改善）、中国（プラス8.9、

（図表 11）自社の売上額伸び率の見通し 

        （対前年比）       

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（図表 10）中小企業の業況判断ＤＩと資金繰り判断ＤＩの推移     

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 12）自社の売上額伸び率の見通し 

    （1993 年～2016 年、対前年比見通し）       

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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同10.7ポイント改善）の３地域では10ポイント以上改善しており、地域によって改善幅

にややばらつきがみられる。規模別では、一部の規模階層で前年より悪化するなど改善

幅にはややばらつきがみられるものの、30人以上の規模階層では軒並みプラス20前後の

水準となっており、前年比で売上が増加すると回答した割合が高くなっている。 

最後に業種別では、建設業（プラス3.8、前年比1.1ポイント悪化）を除く５業種で昨

年度から改善した。これを詳細に分析するため、小業種別に分解すると、昨年から引き

（図表 13）自社の売上額伸び率の見通し（昨年との比較、対前年比）       

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

（図表 14）自社の売上額伸び率の見通し（対前年比、小業種別、昨年との比較） 

                

（備考）１．信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

    ２．６業種内の小分類 69 について、サンプル数が 100 以上ある 40 を対象とした。 

2015年 2016年 改善幅 2015年 2016年 改善幅 2015年 2016年 改善幅
全体 △ 1.8 4.0 5.8 全体 △ 1.8 4.0 5.8 全体 △ 1.8 4.0 5.8
北海道 △ 16.2 △ 11.8 4.4 １～４人 △ 20.2 △ 12.5 7.7 製造業 4.8 9.1 4.3
東北 △ 11.9 △ 7.3 4.6 ５～９人 △ 2.2 3.6 5.8 卸売業 △ 1.1 3.9 5.0
関東 0.3 2.1 1.8 10～19人 5.8 12.4 6.6 小売業 △ 20.0 △ 11.5 8.5
首都圏 △ 5.0 3.1 8.1 20～29人 9.6 15.3 5.7 サービス業 △ 4.0 5.9 9.9
北陸 △ 5.1 4.4 9.5 30～39人 10.4 19.2 8.8 建設業 4.8 3.8 -1.1
東海 2.4 6.1 3.7 40～49人 20.2 19.2 -1.0 不動産業 0.5 14.8 14.3
近畿 10.8 12.6 1.8 50～99人 19.8 21.9 2.0
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南九州 △ 0.5 10.6 11.1
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続いて「増加」超となった業種が21、昨年は「減少」超だったものの今年は「増加」超

に転じた業種が９、昨年から引き続いて「減少」超になった業種が12となった（図表14）。

昨年は「増加」超だったものの今年は「減少」超に転じた業種は存在しなかった。 

詳細にみると、２年連続の「増加」超となった情報サービス業や電気機械製造業、精

密機械製造業などの好調な業種がある一方で、燃料小売業を筆頭に多くの小売業などで

は２年連続の「減少」超となっており、業種による好不況がはっきりと現れている。 

 

３．自社の業況が上向く転換点 

自社の業況が上向く転換点

については、｢すでに上向いて

いる ｣とする回答割合が

14.9％、「６か月以内」が9.1％

と、合わせて全体の約４分の

１を占めたのに対し、「業況

改善の見通しなし」も30.8％

を占めた（図表15）。 

また、「すでに上向き」と

「業況改善の見通しなし」に

ついてそれぞれ時系列でみる

と、「すでに上向き」につい

ては過去最高となっており、

また、「業況改善の見通しな

し」については前年からは減

少したものの３割を上回り、

過去最高水準にとどまってい

る（図表16）。これらのこと

から、前年に引き続き、企業

間で認識に大きな差があるこ

とがうかがえる。 

この背景としては、以下の２つが考えられる。１つ目は、アベノミクスによる恩恵を

受けた企業と受けられなかった企業がそれぞれ存在したことがあげられる。業況が上向

く企業が増加する一方で、取り残された企業の間でいわば「疎外感」のようなものが生

じている可能性がある。２つ目は、構造的に今後の浮上が期待しづらく、また、浮上の

意欲も乏しい企業が存続している可能性である。前述のとおり中小企業の資金繰りは緩

やかとなっており、倒産件数も減少が続いている。倒産減少自体は望ましいことではあ

（図表 15）自社の業況が上向く転換点       

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

 

（図表 16）「すでに上向き」「業況改善の見通しなし」の推移 

  
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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るものの、今後、経済環境や金融環境が変化した場合、かえって倒産が急増することに

もなりかねないと考えられる。金融機関としては、業況改善の見通しが立たない企業に

対しては、経営者との対話を通じて円滑な退出を促すことなども視野に入れつつ、これ

まで以上に慎重かつ的確な対応が求められていくことになるとみられる。 

 

おわりに 

今回の分析結果からは、我が国の景気見通し、自社の業況見通しとも、昨年よりは明

るい見通しとなっていることがわかった。とりわけ、これまで遅れの目立っていた小規

模企業においても、中堅規模の企業と同様、もしくはそれ以上に見通しが改善している

ことは明るい材料といえる。ただし、中堅規模と小規模企業の間で格差は依然として存

在していることも確かである。 

本稿では、地域・中小企業研究所が全国の信用金庫の協力により取りまとめた「全国

中小企業景気動向調査」の結果をデータ的に一段と深掘りする形で、中小企業における

2016 年の経営見通しについて探った。今後とも、毎四半期ごとに実施する特別調査につ

いては、適宜、より詳細なデータ分析を行っていくことで、調査にご協力いただいた中

小企業ならびに信用金庫に対してあらためて情報を還元する形でその実態を広く発信

していきたいと考えている。 

                      以 上 

（品田 雄志） 
 

（参考文献） 

・中小企業景況レポート No.162（2015 年 12 月 24 日）「速報版 10～12 月期業況は３四半期続けて改善 （特

別調査：2016 年（平成 28 年）の経営見通し）」信金中央金庫 地域・中小企業研究所 
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（参考）第 162 回中小企業景気動向調査における特別調査の質問用紙 
 

 

特別調査             「2016 年（平成 28 年）の経営見通し」

 
 

問１．貴社では、2016 年の日本の景気をどのように見通していますか。次の中から１つ選んでお

答え下さい。 

1.非常に良い  4.普通  5.やや悪い 

2.良い    6.悪い 

3.やや良い    7.非常に悪い 

 

 

 

問２．貴社では、2016 年の自社の業況（景気）をどのように見通していますか。次の中から１つ選

んでお答え下さい。 

1.非常に良い  4.普通  5.やや悪い 

2.良い    6.悪い 

3.やや良い    7.非常に悪い 

 

 

 

問３．2016 年において貴社の売上額の伸び率は、2015 年に比べておおよそどのくらいになると

見通していますか。次の中から１つ選んでお答え下さい。 

1.30％以上の増加 5.変わらない 6.10％未満の減少 

2.20～29％の増加   7.10～19％の減少 

3.10～19％の増加   8.20～29％の減少 

4.10％未満の増加   9.30％以上の減少 

 

 

 

問４．貴社では、自社の業況が上向く転換点をいつ頃になると見通していますか。次の中から１

つ選んでお答え下さい。 

1.すでに上向いている  5.３年後 

2.６か月以内   6.３年超 

3.１年後   7.業況改善の見通しは立たない 

4.２年後 

 

 

 

問５．2016 年１月にマイナンバー制度は運用開始となりますが、貴社における同制度への対応

度合いについて、１～４の中から１つ選んでお答えください。また、マイナンバー制度対応

への準備にあたって、誰と相談しながら進めてきましたか、または進めていくつもりですか。

５～０の中から１つ選んでお答えください。 

（対応度合い）  （相談相手） 

1.十分に対応できている          5.取引金融機関 

2.対応できている             6.国・自治体・行政機関等 

3.あまり対応できていない         7.弁護士・税理士・社労士等の専門家 

4.まったく対応できていない        8.システム業者 

                     9.自社で対応（相談しない） 

                     0.わからない 

 

回答欄 
 

1.～7.       ○66 

     ∫ 

○70 
 

 

回答欄 
 

 1.～7.        ○71  

     ∫ 

   ○75  

   
 
回答欄 

 

1.～9.        ○76  

     ∫ 

   ○80  

 

 

回答欄 
 

1.～7.        ○81  

     ∫ 

   ○85  

  

 

回答欄 
 

 準備状況 1.～4.       

     ○86  

       ∫ 
 相談相手 5.～0.       

  ○90  

 

 

 

 

調査員のコメント 

 

 

 

お忙しいところご協力いただきましてありがとうございました。 
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＜参考付表１＞我が国の景気見通し 

 
（備考）１．2001 年以前の見通しについては、母数に無効・無回答を含むため項目の合計が 100 にならない。 

    ２．信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

 

＜参考付表２＞自社の業況見通し 

 
（備考）参考付表１と同じ。 

（単位：％）

良い 普通 悪い

(A) 非常に良い 良い やや良い (B) やや悪い 悪い 非常に悪い

2016 年見 通 し 15.1 0.2 1.8 13.0 45.1 39.9 31.2 7.7 1.0 △ 24.8
2015 年 見 通 し 13.7 0.2 1.8 11.6 36.0 50.3 37.5 11.3 1.5 △ 36.6
2014 年 見 通 し 30.7 0.4 4.0 26.3 39.8 29.5 21.9 6.5 1.0 1.2
2013 年 見 通 し 5.2 0.1 0.6 4.5 16.6 78.2 42.9 29.7 5.6 △ 73.0
2012 年 見 通 し 4.3 0.1 0.5 3.7 14.0 81.7 42.8 32.5 6.4 △ 77.4
2011 年 見 通 し 3.5 0.1 0.3 3.1 13.2 83.3 42.1 34.1 7.1 △ 79.8
2010 年 見 通 し 1.9 0.1 0.2 1.6 6.9 91.2 35.2 43.2 12.8 △ 89.4
2009 年 見 通 し 0.8 0.1 0.3 0.5 4.5 94.7 28.5 48.6 17.6 △ 93.8
2008 年 見 通 し 7.0 0.1 1.0 5.9 28.6 64.3 45.0 16.8 2.4 △ 57.3
2007 年 見 通 し 18.3 0.2 2.2 15.8 41.7 40.0 29.0 9.6 1.4 △ 21.7
2006 年 見 通 し 28.4 0.5 3.7 24.2 38.2 33.3 23.1 8.9 1.3 △ 4.9
2005 年 見 通 し 11.7 0.2 0.9 10.5 30.3 58.1 38.6 16.9 2.5 △ 46.4
2004 年 見 通 し 9.5 0.3 0.5 8.6 22.1 68.5 39.0 24.7 4.8 △ 59.0
2003 年 見 通 し 2.1 0.2 0.2 1.7 8.1 89.8 34.5 42.5 12.8 △ 87.6
2002 年 見 通 し 1.6 0.3 0.2 1.1 5.2 93.2 30.6 46.5 16.1 △ 91.6
2001 年 見 通 し 7.1 0.1 0.4 6.6 20.6 72.1 43.0 24.9 4.2 △ 65.0
2000 年 見 通 し 9.7 0.1 0.7 8.9 19.4 69.1 40.2 24.6 4.3 △ 59.4
1999 年 見 通 し 3.6 0.0 0.2 3.4 6.7 87.8 31.8 43.3 12.7 △ 84.2
1998 年 見 通 し 1.4 0.1 0.2 1.1 5.8 90.7 33.7 44.4 12.6 △ 89.3
1997 年 見 通 し 7.0 0.1 0.4 6.5 22.8 68.1 44.1 21.0 3.0 △ 61.1
1996 年 見 通 し 9.7 0.2 0.6 8.9 18.3 69.8 39.7 25.8 4.3 △ 60.1
1995 年 見 通 し 17.5 0.2 1.0 16.3 23.7 58.1 38.2 17.6 2.3 △ 40.6
1994 年 見 通 し 2.7 0.7 0.3 1.7 4.5 90.7 28.8 48.3 13.6 △ 88.0
1993 年 見 通 し 4.8 0.1 0.6 4.1 8.9 84.1 43.2 35.7 5.2 △ 79.3

(A)-(B)

（単位：％）

良い 普通 悪い

(A) 非常に良い 良い やや良い (B) やや悪い 悪い 非常に悪い

2016 年見 通 し 16.8 0.3 2.4 14.2 49.2 33.9 26.5 6.3 1.1 △ 17.1
2015 年 見 通 し 15.3 0.2 2.3 12.7 44.9 39.9 30.4 8.1 1.4 △ 24.6
2014 年 見 通 し 21.7 0.4 2.8 18.5 46.8 31.5 24.0 6.5 1.0 △ 9.8
2013 年 見 通 し 9.7 0.2 1.3 8.2 35.0 55.3 37.1 15.4 2.8 △ 45.7
2012 年 見 通 し 9.1 0.1 1.2 7.8 31.6 59.3 40.0 16.1 3.2 △ 50.2
2011 年 見 通 し 7.5 0.1 1.0 6.4 28.0 64.5 41.2 19.0 4.2 △ 57.0
2010 年 見 通 し 4.2 0.1 0.6 3.6 18.9 76.9 42.4 27.2 7.3 △ 72.7
2009 年 見 通 し 3.0 0.1 0.5 2.4 17.5 79.5 43.3 27.8 8.4 △ 76.5
2008 年 見 通 し 10.7 0.2 1.6 9.0 39.3 50.0 36.5 11.3 2.2 △ 39.2
2007 年 見 通 し 16.3 0.3 2.0 14.0 44.8 38.9 28.8 8.5 1.6 △ 22.6
2006 年 見 通 し 19.1 0.3 2.6 16.2 45.5 35.4 25.8 8.2 1.4 △ 16.3
2005 年 見 通 し 13.5 0.3 1.6 11.6 38.3 48.2 34.3 11.5 2.4 △ 34.7
2004 年 見 通 し 11.6 0.2 1.4 10.0 32.9 55.4 37.2 15.1 3.2 △ 43.8
2003 年 見 通 し 6.6 0.3 0.8 5.5 23.1 70.3 41.5 23.3 5.6 △ 63.7
2002 年 見 通 し 4.6 0.2 0.6 3.8 19.9 75.5 42.3 26.2 7.0 △ 70.9
2001 年 見 通 し 10.9 0.2 1.3 9.4 32.3 56.5 38.7 15.2 2.6 △ 45.6
2000 年 見 通 し 10.8 0.2 1.2 9.4 30.4 56.9 39.0 15.2 2.7 △ 46.1
1999 年 見 通 し 5.6 0.1 0.6 4.9 21.3 71.1 42.7 23.1 5.3 △ 65.5
1998 年 見 通 し 5.1 0.1 0.7 4.3 24.6 68.3 43.9 20.3 4.1 △ 63.2
1997 年 見 通 し 11.2 0.1 1.2 9.9 38.1 48.6 35.9 11.2 1.5 △ 37.4
1996 年 見 通 し 13.2 0.1 1.6 11.5 32.4 52.1 36.5 13.6 2.0 △ 38.9
1995 年 見 通 し 16.0 0.1 1.3 14.6 35.7 47.1 34.3 11.2 1.6 △ 31.1
1994 年 見 通 し 5.9 0.1 1.0 4.8 21.6 70.4 43.0 22.7 4.7 △ 64.5
1993 年 見 通 し 8.9 0.1 1.7 7.1 29.6 59.1 41.9 15.2 2.0 △ 50.2

(A)-(B)
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＜参考付表３＞自社の売上額伸び率（前年比） 

 
（備考）参考付表１と同じ。 

 

＜参考付表４＞自社の業況が上向く転換点 

 
（備考）１．自社の業況が上向く転換点については、2003 年見通し（2002 年 10～12 月調査）より実施 

    ２．信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

  

（単位：％）

増加 変化 減少

(A)  30%以上  20～29%  10～19%  10%未満 なし (B)  10%未満  10～19%  20～29%  30%以上

2016 年見 通 し 29.9 0.9 1.2 7.1 20.7 44.3 25.9 18.8 5.1 1.2 0.8 4.0
2015 年 見 通 し 27.9 0.7 1.5 6.6 19.2 42.3 29.8 21.6 5.8 1.4 0.9 △ 1.8
2014 年 見 通 し 34.3 1.0 1.8 8.8 22.8 41.7 24.0 17.2 4.9 1.1 0.8 10.3
2013 年 見 通 し 22.5 0.6 1.1 5.1 15.7 37.4 40.0 27.1 9.4 2.4 1.2 △ 17.5
2012 年 見 通 し 22.8 0.7 1.5 5.5 15.2 34.6 42.5 28.2 10.0 2.6 1.7 △ 19.7
2011 年 見 通 し 21.2 0.9 1.4 4.9 14.1 32.4 46.4 29.8 11.3 3.2 2.1 △ 25.2
2010 年 見 通 し 15.5 0.9 1.3 3.9 9.4 25.5 59.0 31.6 17.0 6.0 4.3 △ 43.6
2009 年 見 通 し 12.0 0.5 0.6 2.9 8.0 23.2 64.7 35.4 18.8 6.2 4.3 △ 52.7
2008 年 見 通 し 25.4 0.8 1.3 5.7 17.5 39.4 35.2 24.6 7.9 1.7 0.9 △ 9.8
2007 年 見 通 し 31.8 0.9 1.6 8.0 21.3 40.0 28.2 20.2 5.6 1.4 0.9 3.6
2006 年 見 通 し 33.4 0.9 1.7 8.4 22.4 40.3 26.4 18.5 5.6 1.3 0.9 7.0
2005 年 見 通 し 28.6 0.9 1.5 7.4 18.7 36.7 34.7 24.4 7.3 1.9 1.1 △ 6.1
2004 年 見 通 し 23.8 0.9 1.2 5.9 15.8 36.2 40.0 27.1 9.2 2.4 1.3 △ 16.2
2003 年 見 通 し 17.9 0.7 1.1 4.3 11.8 28.7 53.4 33.9 13.8 3.7 2.1 △ 35.6
2002 年 見 通 し 13.9 0.6 0.7 3.1 9.5 27.2 58.8 34.5 16.1 4.9 3.3 △ 44.9
2001 年 見 通 し 24.9 0.7 1.3 5.8 17.1 34.0 40.4 27.2 9.7 2.3 1.2 △ 15.5
2000 年 見 通 し 23.7 0.6 1.2 5.4 16.5 32.1 42.1 27.9 10.1 2.9 1.2 △ 18.4
1999 年 見 通 し 15.8 0.5 0.8 3.8 10.7 27.5 54.5 32.8 14.7 4.7 2.3 △ 38.7
1998 年 見 通 し 18.5 0.6 1.0 4.0 12.9 29.5 49.9 31.6 13.1 3.5 1.7 △ 31.4
1997 年 見 通 し 30.2 0.6 1.5 7.3 20.8 35.5 31.9 21.9 7.3 1.8 0.9 △ 1.7
1996 年 見 通 し 31.8 1.1 2.0 8.1 20.6 32.3 33.4 21.2 9.1 2.2 0.9 △ 1.6
1995 年 見 通 し 33.7 0.9 1.9 8.3 22.6 33.7 31.5 20.1 8.2 2.2 1.0 2.2
1994 年 見 通 し 18.7 0.6 1.1 4.5 12.5 24.7 54.1 28.1 17.5 5.7 2.8 △ 35.4
1993 年 見 通 し 26.9 0.7 1.4 6.9 17.9 28.2 42.3 23.8 13.1 3.6 1.8 △ 15.4

(A)-(B)

    （単位：％）

すでに
上向き

６か月
以内

１年後 ２年後 ３年後 ３年超
業況改善の
見通しなし

2016年見通し 14.9 9.1 14.5 9.8 10.5 10.3 30.8
2015年見通し 14.1 8.9 14.6 10.7 9.9 10.2 31.6
2014年見通し 14.2 9.7 16.4 11.0 11.2 9.7 27.9
2013年見通し 9.2 8.9 15.2 11.3 11.9 12.2 31.3
2012年見通し 9.2 8.7 14.9 12.2 12.9 12.9 29.3
2011年見通し 7.1 7.0 15.0 14.2 14.3 12.5 29.9
2010年見通し 4.7 7.1 17.0 17.1 16.2 12.0 25.9
2009年見通し 3.9 5.6 16.6 17.7 17.8 13.3 25.1
2008年見通し 10.9 8.0 15.5 12.2 12.4 10.6 30.4
2007年見通し 13.1 8.6 16.0 13.0 12.2 10.1 27.1
2006年見通し 12.6 9.0 16.5 14.1 12.5 10.4 24.9
2005年見通し 10.9 7.8 15.8 13.7 13.4 11.7 26.7
2004年見通し 8.3 7.9 15.2 15.1 13.9 13.2 26.4
2003年見通し 5.5 6.2 14.3 14.7 14.8 15.1 29.4
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備考：「全国中小企業景気動向調査」の概要 

本調査は、地域･中小企業研

究所が全国の信用金庫の協力

の下、四半期ごとに取りまとめ

を行っている景気動向調査で

ある（図表17）。本調査同様、

全国規模で企業の景気動向を

定点観測する代表的な調査に、

日本銀行の「全国企業短期経済

観測調査（以下「日銀短観」と

いう。）」がある。日銀短観が

資本金2,000万円以上の企業を

対象とした全規模調査なのに

対し、本調査は、原則として信

用金庫の会員資格を有する従

業員数300人以下の中小企業のみを対象とした調査となっている点に特徴がある。調査

対象企業数は約16,000社で、中小企業に対象を限定した景気動向調査では国内最大規模

のサンプル数を誇る。また、このうち従業員数20人未満の小規模企業がサンプル全体の

70％以上を占めている。 

本調査は、信用金庫営業店の職員が調査員となって行う「面接聴取り調査」を基本と

しており、毎四半期固定した項目で定点観測を行う景気動向調査と、経済金融情勢や社

会構造の変化に応じて毎四半期異なるテーマを設定して行う特別調査からなっている。 

このうち景気動向調査では、景況感、売上、収益、販売価格、仕入価格、人手、資金

繰り、設備投資動向などについて調査しており、なかでも景況感については、中小企業

の経営動向を知る上で貴重なツールの１つとなっている（図表18）。 

対して、特別調査では、後継者問題やインターネットの活用など、個別企業の状況や

課題に関するテーマのほか、デフレや円高、消費税率引上げといった日本経済全般に関

わるテーマなどについて、主に中小企業の“経営”を切り口にした設問で調査している。 

また、10～12月期においては、翌年の経営見通し等について定点観測を行っている。 

 

（図表 17）「全国中小企業景気動向調査」概要 

調査方法 

・全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査

表に基づく「聴取り」調査 

・景気動向調査（定例調査項目）と併せて、四半期ごとに

異なるテーマで特別調査（信用金庫や中小企業に関する

調査）を実施 

調査回数 
・年４回（四半期ごとに実施：３、６、９、12 月初旬）

・2015 年 10－12 月期調査で第 162 回を数える 

標本 

・信用金庫の顧客約 16,000 社（毎回の有効回答率約 90％）

・従業員数 300 人未満の企業が対象（うち、約 70％が 20

人未満の企業） 

・日本銀行「全国企業短期経済観測調査（日銀短観）」で

あまりカバーされていない規模の企業が対象 

分析方法 

・各質問項目について、「増加」（良い）－「減少」（悪

い） の構成比の差＝判断 D.I.に基づく分析 

・製造業、卸売業、小売業、サービス業、建設業、不動産

業の６業種 

結果公表 

・プレス発表（日銀記者クラブ、内閣府経済研究会） 

・「中小企業景況レポート」（発行部数約 85,000 部） 

・信金中金月報 

（いずれも当研究所ＨＰにて資料を公表） 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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（図表 18）中小企業および大企業の景況感の変遷       

 
（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」および信金中央金庫 地域･中小企業研究所「全国中小企業景気動向調査」等

をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

       ２．標本数は約 16,000 社（回答率は平均約 90％） 

    ３．シャドーは景気後退期。直近の景気の谷は 12 年 10－12 月期（暫定） 

    ４．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」の結果は、震災前後での分割集計前の値 

 

（参考）業種別、規模別、地域別にみた景況感（業況判断ＤＩ）の推移       

 
（備考）１．「全国中小企業景気動向調査」をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

    ２．本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の６県、首都圏は埼玉、千葉、東京、神奈川

の１都３県、東海は岐阜、静岡、愛知、三重の４県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の３県、南九州は熊本、大分、宮

崎、鹿児島、沖縄の５県である。 

 

30.4

41.4
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47.1

23.9

47.9

7.9

55.3（バブル崩壊後のボトム）

2.5
直近実績

（全国）

△ 4.8

来期見通し

（全国）

△ 9.1
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バブル崩壊（90年）

阪神･淡路大震災(95年1月)

アジア通貨危機（97年7月）

拓銀、山一證券など破綻（97年11月）

消費税５％へ（97年4月）

消費税８％へ（14年4月）
中小企業基本法改正（99年12月）

ITバブル崩壊（00年）

米同時多発テロ（01年9月）

ペイオフ部分解禁（02年4月）

金融再生プログラム公表（02年10月）

ペイオフ全面解禁（05年4月）

米住宅バブル崩壊（07年）

リーマン破綻(08年9月)

ＧＭ経営破綻（09年6月）

ＪＡＬ経営破綻（10年1月）

東日本大震災(11年3月)
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大企業（全産業）

【日銀短観】

中小企業（全国）
【全国中小企業景気動向調査】

12.12 13. 3 13. 6 13. 9 13.12 14. 3 14. 6 14. 9 14.12 15. 3 15. 6 15. 9 15.12 来期見通し

△22.4 △22.8 △15.8 △11.5 △2.5 △2.8 △11.7 △9.3 △7.5 △9.8 △8.9 △8.2 △4.8 △9.1

製 造 業 △25.1 △27.1 △20.1 △15.7 △2.3 △2.5 △9.6 △6.8 △3.9 △8.6 △9.4 △8.4 △4.0 △8.3

卸 売 業 △23.6 △28.8 △22.1 △16.5 △3.8 △6.5 △17.7 △14.8 △15.1 △18.7 △13.0 △14.7 △7.7 △13.4
小 売 業 △34.6 △35.7 △26.8 △26.5 △22.0 △21.9 △32.5 △28.1 △26.5 △25.6 △23.0 △21.2 △20.3 △22.7
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 △21.7 △19.8 △14.0 △11.1 △7.7 △8.3 △14.2 △9.4 △7.6 △10.5 △4.6 △6.5 △5.2 △9.5
建 設 業 △7.5 △5.1 △1.0 10.7 21.1 20.7 8.2 8.7 12.2 8.3 1.2 3.7 9.1 1.9
不 動 産 業 △9.3 △1.6 8.3 6.8 7.1 9.8 2.3 △2.9 △4.5 2.7 5.5 6.5 4.9 4.8

1-4人 △35.5 △33.5 △27.1 △25.5 △20.3 △21.2 △26.2 △23.8 △25.2 △23.1 △21.5 △21.7 △19.8 △22.4

5-9人 △22.0 △22.9 △17.6 △11.3 △2.3 △2.8 △9.6 △8.3 △6.2 △9.4 △8.7 △7.0 △3.9 △7.9
10-19人 △15.7 △16.3 △11.9 △5.2 8.2 5.9 △5.5 △2.8 △0.1 △2.5 △2.0 △2.5 3.5 △2.8
20-29人 △12.8 △13.8 △5.1 △4.6 6.6 11.6 △1.7 △2.2 5.1 △1.5 △2.3 △1.1 2.3 △0.9
30-39人 △11.1 △10.8 △5.2 3.4 11.4 10.8 △1.8 3.2 7.0 1.6 1.5 3.1 7.2 △1.0
40-49人 △10.3 △14.6 △5.6 △0.9 10.1 11.3 △5.0 4.1 8.9 2.3 4.9 6.2 7.4 2.0
50-99人 △10.6 △14.6 2.3 5.4 18.8 17.9 3.2 5.7 7.8 1.7 1.0 4.3 11.9 5.1
100-199人 △2.8 △11.6 △6.0 6.4 15.2 22.6 11.2 11.7 15.0 6.7 9.4 4.9 13.5 9.1
200-300人 △13.1 △15.0 △4.1 4.9 23.3 24.6 12.4 18.5 10.3 8.5 13.9 17.2 15.6 16.4

北 海 道 △12.8 △21.1 △13.1 4.4 9.9 △8.6 △9.9 △0.2 △5.4 △16.3 △10.0 △8.3 △6.9 △23.9

東 北 △12.1 △23.5 △17.1 △11.0 △2.7 △9.5 △19.6 △14.8 △9.9 △19.2 △15.4 △15.6 △9.9 △23.0
関 東 △22.3 △27.6 △18.6 △13.8 1.8 △4.6 △14.1 △10.5 △10.1 △10.8 △11.6 △8.9 △7.0 △13.1
首 都 圏 △26.8 △23.5 △18.3 △16.9 △11.7 △10.0 △10.9 △9.7 △8.5 △10.0 △8.6 △9.0 △5.9 △5.9
北 陸 △29.8 △28.3 △17.5 △14.3 △1.9 △2.0 △11.7 △13.8 △8.7 △12.3 △5.6 △7.6 1.3 △8.9
東 海 △24.7 △24.2 △16.9 △10.6 △0.6 3.0 △15.5 △9.1 △7.0 △7.0 △11.3 △6.5 △7.9 △9.1
近 畿 △23.9 △24.1 △13.9 △10.3 0.1 4.3 △9.5 △7.1 △4.8 △8.3 △7.3 △7.8 △4.0 △8.5
中 国 △23.4 △22.1 △10.4 △12.5 1.1 2.1 △12.8 △13.3 △12.0 △9.0 △10.9 △10.7 △1.3 △4.2
四 国 △26.4 △26.8 △19.3 △18.3 △9.1 △4.5 △12.8 △18.5 △12.2 △13.8 △9.8 △7.6 △3.9 △13.0
九 州 北 部 △14.1 △13.8 △7.4 △2.8 9.6 11.9 △9.2 △10.8 △0.2 2.3 △2.5 △3.6 1.7 0.3
南 九 州 △13.0 △9.9 △12.1 △8.7 4.8 3.9 △7.7 △7.4 △7.6 △3.1 △5.1 △3.2 2.0 3.1

全　　体

業
種
別

規
模
別

地
域
別
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 

（2016 年 1 月末現在） 

 

○レポート等の発行状況（2016 年 1 月実績） 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

16.1.4 内外金利・為替見通し 27-10
景気は再び回復軌道に復帰しつつあるが、追加金融緩
和の公算も 

16.1.5 金融調査情報 27-22 信用金庫の貸出先別収益性 

16.1.13 産業企業情報 27-13
成長が期待される航空機産業③ 
－航空機産業を下支えする中小企業－ 

16.1.15 ニュース＆トピックス 27-22 もう１つの爆買い－中国のネット通販事情 

16.1.15 金融調査情報 27-24
地域銀行における事業所内保育施設の開設動向につい
て 

16.1.15 金融調査情報 27-25 女性向け融資商品の取扱いについて 

16.1.25 ニュース＆トピックス 27-23 中小企業の販売価格判断 DI の上昇に一服感 

 

 

○講演等の実施状況（2016 年 1 月実績） 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

16.1.14 伊豆半島の経済状況等について 
三島信用金庫 
美しい伊豆創造ｾﾝﾀｰ 

笠原博 

16.1.14 環境変化に挑む！中小企業の経営事例 館山信用金庫 鉢嶺実 
16.1.15 地域経済と地方創生 吉見町商工会 角田匠 
16.1.15 日本経済の現状と展望 西武信用金庫 斎藤大紀 
16.1.20
～21 

地域経済分析手法の説明等 
信金中央金庫 南九州支
店 

高田眞 
中里保史 

16.1.21 今年の経済見通し 大阪彩都総合研究所 角田匠 
16.1.22 日本および世界の経済情勢と今後の展望 外為信金連絡会 角田匠 

16.1.22 2016 年の経済見通しについて 
関信用金庫 
日本輸出刃物工業組合 

斎藤大紀 

16.1.22 中小企業にみる身近なイノベーションの事例 埼玉縣信用金庫 与野支店 藤津勝一 

16.1.22 

①地域・中小企業研究所の活用事例について 
②信用金庫による地方創生への取組み事例に
ついて 
③信用金庫による中小企業への支援事例につ
いて 

研修生交流会 
松崎英一 
大野英明 
鉢嶺実 

26.1.25 新年の経済見通し 岐阜信用金庫 角田匠 
16.1.25 新春経済講演会 西尾信用金庫 斎藤大紀 
16.1.25
～26 

地域経済分析手法の説明等 
信金中央金庫 関東営業
第２部 

高田眞 

16.1.27 今年の経済見通しについて 愛媛信用金庫 斎藤大紀 

16.1.27 
地方創生支援ﾊﾟｯｹｰｼﾞにおける支援ﾒﾆｭｰの説明
等 

信金中央金庫 神戸支店 高田眞 

16.1.30 中小企業を取り巻く経済環境 蒲郡信用金庫 角田匠 

 
＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL 03-5202-7671（ダイヤルイン）       FAX 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL http://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

http://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 


